
プレスリリース

“全国初”地域ブロック全域での大学等連携推進法人の認定について

令和４年４月１日（金）

○一般社団法人四国地域大学ネットワーク機構は、令和４年３月31日に、文部科学大臣から、
「大学等連携推進法人」の認定を受けました。

○「大学等連携推進法人」の認定は全国２例目で、都道府県を越えた地域ブロック全域での認定
は、全国初となります。

○このたびの認定を受け、四国地域大学ネットワーク機構では、それぞれの大学が持つ強みと独
自性を活かしながら、四国地域の発展と持続可能な地方分散型社会の実現を目指します。

“全国初”の地域ブロック全域での大学等連携推進法人の認定

四国地域大学ネットワーク機構の取組

○四国地域大学ネットワーク機構は、四国５国立大学法人が社員となり、これまでの連携を更に発展させ
ることを通じ、多様化する学修者のニーズや社会からの人材育成等に係る要請に応えるとともに、四国
地域の発展に貢献することを目的に、令和３年３月18日に設立された法人です。

○「大学等連携推進法人」の認定を受けることで、参画大学の間で、連携開設科目の開設などの教学上の
特例が認められます。

○教学上の特例活用を活用し、四国５国立大学連携による「連携教職課程」を令和５年度から開設予定です。

※ただし、文部科学省における審査の結果、予定している教職課程の開設時期等が変更となる可能性があります。

○「連携教職課程」により、単独大学の教育リソースだけでは為しえない、一層厚みのある教員養成の実現
を目指します。この「広域分散協働型連携」による取組は、少子化などの課題が全国に先駆けて顕在化
している四国をフィールドとし、新しい時代や課題に対応できる教職課程の道を切り拓くためのモデル
となるものです。

＜連携教職課程開設免許種・構成大学＞
■美術（中・高一種） 徳島大学、鳴門教育大学、香川大学
■家庭（中・高一種） 鳴門教育大学、香川大学、高知大学
■情報（高一種） 鳴門教育大学、香川大学、愛媛大学、高知大学

○さらに、四国全体を包摂する様々な主要課題に係る討論や研究会を、５大学間で重ねることにより、四国
の今日的な諸課題解決に取り組むことができ、地域を牽引できる人材の育成に取り組む「四国人財育成
塾」を推進します。

○このような連携による人材育成の取組を通じて、それぞれの大学が持つ強みと独自性を活かしながら、四
国地域の発展と持続可能な地方分散型社会の実現を目指します。

＜問合せ先＞

大学 担当部署・担当者 電話番号 メールアドレス

国立大学法人徳島大学 総務部総務課長 山瀬浩幸 088-656-7005 soumukachou@tokushima-u.ac.jp

国立大学法人鳴門教育大学 経営企画戦略課長 内海美佐緒 088-687-6243 kikaku@naruto-u.ac.jp

国立大学法人香川大学 企画総務部総務課長 川池拓史 087-832-1011 soum-h@kagawa-u.ac.jp

国立大学法人愛媛大学 総務部学長室長 渡邉友樹 089-927-9003 hisyo@stu.ehime-u.ac.jp

国立大学法人高知大学 法人企画課長 山内勝 088-844-8658 hj03@kochi-u.ac.jp



文部科学
大臣

認定

四国5国立大学法人（徳島大学、鳴門教育大学、香川大学、愛媛大学、高知大学）が社員となり設立した「一般社団法人四国地域大学ネットワーク機構」は、
令和４年３月31日に、地域ブロック全域では全国初となる「大学等連携推進法人」の認定を受けた。
「大学等連携推進法人」参画大学に認められる教学上の特例を活用し、単独大学の教育リソースだけでは為しえない一層厚みのある教員養成の実現のため全国
初となる「連携教職課程」を令和５年度に開設予定。
また、四国の今日的な諸課題解決に取り組むことができ、地域を牽引できる人材の育成に取り組む「四国人財育成塾」を推進。

地域ブロック全域では
全国初

一般社団法人四国地域大学ネットワーク機構

【社員】
国立大学法人徳島大学

【社員】
国立大学法人鳴門教育大学

【社員】
国立大学法人愛媛大学

【社員】
国立大学法人高知大学

【社員】
国立大学法人香川大学

প
৾
ಉ
৴


ਤ
১
য

四国人財育成塾（令和３年度～） 連携教職課程（令和５年度～）

四国全体を包摂する様々な主要課題に係る討論や研究
会を５大学間で重ねることにより、四国の今日的な諸
課題解決に取り組むことのできる、地域を牽引できる
人材の育成に取り組む。

年に２回シンポジウムを開催し、地域社会に還元

⇒ 四国地域を牽引できる人材の育成

単独大学の教育リソースだけでは為しえない、一層厚
みのある教員養成の実現を目指す。
少子化などの課題がある四国をフィールドとし、新し
い時代や課題に対応できる教職課程の道を切り拓く。

令和５年度から以下の教職課程で連携を開始

中・高（美術）、 中・高（家庭）、 高（情報）

⇒ 人口減少期における教員養成モデル

それぞれの大学が持つ強みと独自性を活かしながら、
四国地域の発展と持続可能な地方分散型社会を実現！

香川・徳島・鳴門 香川・高知・鳴門
香川・愛媛
高知・鳴門



連携の背景 と 連携実績

１．社会情勢と国立大学の役割

２．教員養成が直面している課題 と 大学間連携の意義

３．四国地域における大学間連携

１．社会情勢と国立大学の役割

■Society5.0への対応 ■グローバル化の進展 ■SDGsに向けた取組

⇒ 文化的背景や価値観における多様な人々との交流や協働が求められる社会

⇒ 「持続可能な地方分散型社会」の実現

■わが国では依然として人口減少が継続

■ポストコロナ社会における新しい教育の実現

⇒ オンライン授業の導入・ICT機器の活用など

○これらの諸課題に対し、知と人材の集積拠点としての国立大学は、大きな役割を担う
ことが求められる

○特に地域における諸課題の解決に貢献できる人材や未来を創造できる人材を育成する
ことは、地方国立大学の使命



２．教員養成が直面している課題 と 大学間連携の意義 ①

それぞれの強み・特色を生かしつつ、近隣の大学との連携・協力などを通じて
教員養成機能強化する仕組みが求められる

■学校現場が抱える課題の多様化・高度化 ■個々の教員に求められる役割の増加

教員の資質・能力の向上のために教員養成機能の高度化が必要

○加速度的に進展する情報化への対応
（ICT機器の活用など）

○特別な支援を必要とする子供たちの増加など、
子供たちの多様化

○地域・家庭環境の変化に伴う、学校が担う役割の拡大

○児童生徒数の減少に伴い、教員需要が全国的に減
少傾向に転じる見込み

２．教員養成が直面している課題 と 大学間連携の意義 ②

地域の教員需要を満たす 現職教員の研修機能を支える

近隣の大学との連携・協力などを通じて
一定の養成・研修機能が維持されるような仕組みが求められる

各地域の大学に教員を養成・研修できる体制があることが重要



３．四国地域における大学間連携 ①

2012 （平成24）年度 ～2017（平成29）年度
四国５大学連携による知のプラットフォーム形成事業

① 四国地区国立大学アドミッションセンターの設置とＡＯ入試の共同実施

② 四国におけるe-Knowledgeを基盤とした大学間連携による大学教育の共同実施

③ 四国産学官連携イノベーション共同推進機構の構築

３．四国地域における大学間連携 ②

2018（平成30）年～ 教職大学院の単位互換に関する協定

遠隔形式で
共同授業を実施
（鳴門・香川・愛媛）

※役職名は当時のもの

協定締結式（2018（平成30）年３月６日）



３．四国地域における大学間連携 ③

2019（平成31）年～ 四国地域教職アライアンスセンター

複数大学が連携した
広域センターは

全国初

各大学が各県教育委員会
と協働して実施している
研修を他大学にもシェア
しながら、研究・開発を
推進

３．四国地域における大学間連携 ④

2021（令和3）年～ 一般社団法人四国地域大学ネットワーク機構

地域ブロック全域では全国初
大学等連携推進法人の認定



３．四国地域における大学間連携 ⑤

2021（令和3）年～ 一般社団法人四国地域大学ネットワーク機構

四国における
連携の特徴

○少子化などの課題がある地域

○各県・各大学の特色を活かした大学間連携を推進し、教育研究の高度化・
活性化を実現

⇒ 地方分散型社会の実現に向けた先導的モデル ⇒ 広域分散協働型連携

連携内容

○「連携教職課程」により、単独大学の教育リソースだけでは為しえない、
一層厚みのある教員養成の実現

○過疎化と少子化が著しい四国ならではの、新しい教職課程の道

○「四国人財育成塾」により、四国の今日的な諸課題解決に取り組むことの
できる、地域を牽引できる人材の育成に取り組む

３．四国地域における大学間連携 ⑥

地域ブロック全域では
全国初

一般社団法人四国地域大学ネットワーク機構

【社員】
国立大学法人徳島大学

【社員】
国立大学法人鳴門教育大学

【社員】
国立大学法人愛媛大学

【社員】
国立大学法人高知大学

【社員】
国立大学法人香川大学
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四国人財育成塾（令和３年度～） 連携教職課程（令和５年度～）

四国全体を包摂する様々な主要課題に係る討論や研究
会を５大学間で重ねることにより、四国の今日的な諸
課題解決に取り組むことのできる、地域を牽引できる
人材の育成に取り組む。

年に２回シンポジウムを開催し、地域社会に還元

⇒ 四国地域を牽引できる人材の育成

単独大学の教育リソースだけでは為しえない、一層厚
みのある教員養成の実現を目指す。
少子化などの課題がある四国をフィールドとし、新し
い時代や課題に対応できる教職課程の道を切り拓く。

令和５年度から以下の教職課程で連携を開始

中・高（美術）、 中・高（家庭）、 高（情報）

⇒ 人口減少期における教員養成モデル

それぞれの大学が持つ強みと独自性を活かしながら、
四国地域の発展と持続可能な地方分散型社会を実現！

香川・徳島・鳴門 香川・高知・鳴門
香川・愛媛
高知・鳴門











連携教職課程について

★複数の大学間で得意な科目を合わせることにより、教職課程の内容を充実

★教員採用数の少ない種類の免許状についても複数の大学の連携・協力により、地域の教員養成機能を確保

A大学 B大学 C大学

自ら開設する科目 自ら開設する科目 自ら開設する科目

大学等連携推進法人 や 複数大学法人

：教職課程認定を同時に受ける ⇒ 連携教職課程

期待される効果


